
自動運転技術の社会への展開 東京大学大学院特任教授

中村 文彦

自動運転技術はこの数年で劇的に進化しており、海外を含め、各国政府、自動車メーカー、IT企
業がさまざまな取り組みを展開している。わが国では、デジタルライフライン全国総合整備計画
およびモビリティロードマップが示された。デジタルライフライン全国総合整備計画でのアー
リーハーベストプロジェクトにはさまざまな新しい切り口が示されている。旅客輸送での実証実
験が各地で展開され一部は本格実施になっている。物流分野では自動車専用道路活用の検討が深
まっている。

出典：国土交通省

図１ 自動運転の政府目標 図２ 自動運転のインフラからの支援の考え方

出典：国土交通省

図４ モビリティ・ロードマップ図３ デジタルライフライン全国総合整備計画案

出典：国土交通省 出典：デジタル庁

○ 人口減少、高齢化等により、地域の足を担う公共交通や物流の維持 に課題。自動運転は、これらの社会課
題への解決に資すると期待されており、早期に実現・普及を図る必要。

○ 令和５年４月には、改正道路交通法の施行 により、特定自動運行が制度化 され、レベル４に相当する限定地
域での遠隔監視のみの無人自動運転移動サ ービスの実現が可能化。

○ 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和 ４年12月23日閣議決定）等の政府目標の実現 に向け、関係部
局と連携・調整し、技術開発を推進することが必要。

取組 目標時期

物流サービス

高速道路でのレベル４自動運転トラックの実現 2025年度頃※1

高速道路でのレベル４自動運転トラックの社会実装 2026年度以降※1

移動サービス

地域限定型のレベル４無人自動運転移動サービス
50か所程度

2025年度
目途※1

地域限定型のレベル４無人自動運転移動サービス
100 か所以上

2027年度
まで※1

自家用 高速道路でのレベル４自動運転
2025年
目途※2

※1 「デジタル田園都市国 家構想総合戦略」における目標

※2 「官民ITS構想・ロードマップ」における目標

○ 自動運転車の開発、実証実験や実用化がス ピード感をもって進められている。
○ 地域における移動手段の確保や物流の効率化等の社会課題 に対して、各レベルの自動運転車等を活用で

きるようインフラから支援。

地域や産業のニーズ等に応じて、各レベルの自動運転車等を活用できるようインフラから支援
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実証・開発【経済産業省、国土交通省等】

総合戦略
閣議決定

デジ田会議
６月

（事務局から方針案・論点を提示）

本格実装【関係省庁】

デジタルライフライン
全国総合整備計画の検討

予算要求、制度整備等【関係省庁】

計画の着実な推進

デジタルライフライン全国総合整備計画の閣議決定

先行地域での社会実装を開始

デジタルライフライン全国総合整備計画の着実な執行
（フォローアップ含む）

デジタルライフライン全国総合整備計画
の策定方針を位置付け

デジタルアーキテクチャ等の策定

○整備すべきデジタルライフラインの特定や仕様・スペックの具体化
○先行的に取組を進める先行地域を特定
○官民の役割分担を整理した上で運営主体を特定 等

計画策定の
総理指示

先行地域社会実装【関係省庁】

秋頃

（構成員から論点の検討結果を提示）

冬頃

（事務局から計画案を提示）

（検討結果を踏まえた具体案を検討）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度~

2024年度末までにアーリーハーベストPJ等を通じ

12月 3月

第1回実現会議 第2回実現会議

（WG毎に関連する論点を検討）

第1回各WG

2023年度末頃
第3回実現会議

第2回各WG

○ 自動運転やドローン等の社会実装を加速するため、ハード・ソフト・ルールのインフラに関する「デジタルライ
フライン全国総合整備計画」を令和5年度に策定予定。

出典：経済産業省「デジタルライフライン全国総合整備実現会議第1回事務局資料」

出典：国土交通省

図６ 自動運転車両のODD実現想定イメージ図５ モビリティDX戦略の公表

出典：モビリティDX戦略・モビリティDX検討会（METI/経済産業省）

根本 敏則

橋本 尚久

敬愛大学特任教授

産業技術総合研究所
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○ 2024年度に新東名高速道路（駿河湾沼津 SA～浜松SA）の深夜時間帯に自動運転車用レーンを設定し、経産
省等の車両開発と連携した路車協調（合流支援、落下物・工事規制情報等 ）によるレベル４自動運転トラック
の実現に向けた実証実験を実施予定。

新東名・新名神（４車線）

新東名・新名神（６車線） 自動運転トラック実証実験
（深夜時間帯の自動運転車用レーン）

合流支援の情報提供イメージ 落下物・工事規制等の情報提供イメージ

ITSスポット

Jシステム

事象・位置・車線等

V2I

V2N

工事規制

落下物

交通事故

【他車合流】一般車が本線に合流【自車合流】自動運転トラックが本線に合流

合流注意

ITSスポット

車両検知センサ

①本線車を検知し、
位置・速度を生成

道路情報板

②’本線車への合流接近周知

② トラックへ情報提供
①’トラック通過を検知

合流注意

ITSスポット車両検知センサ

①’自動運転トラッ
ク通過を検知

②トラックへ情報提供

車両検知センサ

①合流車を検知 道路情報板

②’本線車への
合流接近周知

自動運転トラック

車線変更等
車両制御への
活用が想定

速度調整により、
急減速等を回避

速度調整により、
隙間を狙って合流

※亀山西JCT～大津JCTは現状は暫定４車線（一部６車線化済み区間有り）で６車線化工事中

出典： VICS

○ドライバーの拘束時間の長い幹線
輸送の負担大

○ 幹線物流では輸送効率のよい高速道
路の夜間走行が主体

○ 夜間走行はドライバー負担が大きく
人手不足が顕著

○ ACC（追従機能）やLKA（車線維持）
等の先進安全技術は、長距離・高速
走行を対象

○ 交通量が多く、周辺車両の影響を
受けやすい交通環境では、車両制御
が困難

○ 逆光等の影響は車載センサで対応
困難

物流の大動脈
の中継拠点間

深夜時間帯

■経路：新東名・新名神高速道路
■時間帯：深夜時間帯
■車線：第１走行車線
■速度：時速80km/h
■経由：中継拠点のみ（ＩＣ、SA/ＰＡは通過）

○ 普通車に劣る車両性能を補完し、トラック自動運転を実現する、 路車協調による取組みが不可欠。
○ 物流事業者のニーズと自動運転技術の開発動向が合致した 無人自動走行の走行環境の条件（ＯＤＤ）を設

定し、ドライバー負担の軽減を含め、 していくアプローチが必要。段階的に実現・拡大

アーリーハーベストPJ③ インフラ管理のDX

社会インフラの空間情報を様々な政府・企業の間で相互に共有することで、平時は作業の自動化やリソースの最適活
用を、災害時はインフラ会社間の情報共有等による復旧の早期化を目指す。

2024年度頃に、関東地方の都市（200km²）で地下の通信、電力、ガス、水道の管路に関する空間情報をデジ
タル化して空間ID・空間情報基盤を介して相互に共有できるようにすることを目指す。将来的には、地域を拡大すると
ともに、地上設備や海上の船舶等に関する情報のデジタルツイン構築に取り組む。

サービス例 デジタルライフライン例

埋設物照会の自動化の例

建設機械による掘削の支援の例

マシンガイダンスを用いて、
施工目標を視覚化すること
で、建設機械の操作者の
操作性を向上 等

出典：Earthbrain

通信、電力、ガス、水道と
いったインフラ各社が保有す
るインフラ設備に関する照会
の自動化 等

出典：NTTインフラネット

工事現場において、地下設
備の埋設状況をバーチャル
化して表示することで、
工事施工における稼働の
削減と埋設物損傷の事故
防止を図る。

出典：Earthbrain

関東地方の都市

（200㎢以上）におい

て、通信、電力、ガス、水道
といったインフラ設備のバー
チャル化を効率的に行う。

開削前

開削後

←
地面を透過して
埋設物を表示

出典：NTTインフラネット

インフラ設備のデジタルツイン②（工事現場等の狭域）

インフラ設備のデジタルツイン①（インフラ管路等の広域）

アーリーハーベストPJ② 自動運転支援道の設定

自動運転車により人手不足に悩まずに人や物がニーズに応じて自由に移動できるよう、ハード・ソフト・ルールの面から自
動運転を支援する道※を整備し、自動運転車の安全かつ高速な運用を可能とする。

2024年度に新東名高速道路の一部区間等において100km以上の自動運転車用レーンを設定し、自動運転ト
ラックの運行の実現を目指す。また、2025年度までに全国50箇所、2027年度までに全国100箇所で自動運転
車による移動サービス提供が実施できるようにすることを目指す。

サービス例 デジタルライフライン例

自動運転支援道（※幹線となる道は高速道路等での設定を想定）

新東名高速道路 駿河湾沼津-浜松間約100km 等

2024年度の自動運転実現を支援
（深夜時間帯における自動運転車用レーン）

路側センサ等で検知した道路状況を車両に情報提供することで自動運転を支援

※本資料においては、ハード・ソフト・ルールの面から自動運転車の走行を支援している道を「自動運転支援道／レーン」とする（なお、 時期や実情によって
全てが揃わない場合もあり得る。）。その中でも、専用又は優先化をする場合には「自動運転車用道／レーン」と呼ぶ。

自動運転車用レーン

道路インフラからの情報提供

自動運転車による人の移動の例

自動運転車による物流の例

出典：ひたちBRT 出典：経済産業省

＜ハンズ・オフ実証の様子＞
出典：T2

＜自動運転トラックの開発＞
出典：経済産業省

路車間通信

落下物の検知、
情報提供

工事規制情
報の提供

本線車両の検知、
合流支援情報の提供

道路管理者

車両検知
センサ

☑宅配
※日用品、薬、信書等の軽い貨物

☑点検
☑農作業 等

事業支援
＃自動運転による地域公共交通実証事業等

面の整備支援（面）
＃地域デジタル基盤活用推進事業 等

事業支援
＃ドローンサービスを行う事業者への支援措置等

面の整備支援（面）
＃通信事業者への支援措置等を検討 等

事業支援

＃デジ田交付金（地方創生推進タイプ：小さな拠点）

☑公共交通（人流）
☑貨物運送（物流）
※製造部品、等の重い貨物

☑農作業
☑工事
☑除雪 等

☑交通・買い物支援
☑観光・交流
☑店舗・飲食
☑医療
☑防災 等

線の整備支援（線）
＃道路管理者等への支援措置等を検討

線の整備支援（線）
＃航路構築事業者への支援措置等を検討

総合政策局

商務情報政策局

道路局

都市局

自動車局

ルールの整備・運用 航空局

ルールの整備・運用

ソフト ハード ルール

ソフト ハード ルール

ソフト ハード ルール

ソフト ハード ルール

ルールハードソフト

ルールハードソフト

対象 対象施策・財源※ 担当省庁

※現行及び今後の支援措置の例

ドローンサービス

自動運転車サービス

商務情報政策局
地域経済産業グループ

製造産業局

製造産業局

地域力創造グループ

情報流通行政局
総合通信基盤局

情報流通行政局
総合通信基盤局

「デジ活」中山間地域/集落生活圏におけるデジタル実装

＃農村RMO形成推進事業

その他4事業

アーリーハーベストPJ① ドローン航路の設定

点の取組を線で結び、ドローンの目視外の自動飛行による点検や物流の自動化を普及させることを目指す。ドローン
航路の設定によりドローンの安全かつ高速な運用が可能になる。

送配電網等の既存インフラを活用して将来的には地球1周分（約4万km）を超えるドローン航路の設定を目指す。
2024年度頃までに埼玉県秩父エリアの送電網等において150km以上の航路を設定して利用開始。ドローン航路
も活用して、ドローンを活用した点検や配送等の普及を後押しする。

サービス例 デジタルライフライン例

ドローン航路①（幹線となる航路※送電網等での設定を想定）ドローン点検の例（ドローン航路を設定し自動化を実現）

ドローン物流の例（必要に応じてドローン航路を活用）

埼玉県秩父エリアの送電網約 等

ドローン航路

出典：グリッドスカイウェイ 総延長150km以上の航路を設定
段階的にエリアを拡大

100km

自動操縦システム

3D都市モデル等を活用して
安全性の高い飛行経路を
設定 等

出典：トラジェクトリー

ドローンを用いて山間部の受取人まで荷物
を運搬 等

出典：日本郵便

飛行経路

ドローン航路②（一般的な航路）

150km

図７ 高速道路でのトラックの隊列自動走行の取り組みの考え方（左）と令和６年度以降の実証実験（右）

図１０ デジタルライフライン全国総合開発計画の政府の推進体制とアーリーハーベストプロジェクト事例（３事例）

出典：国土交通省

出典：経済産業省

○ 高速道路内における物流車両の自動運転普及や カーボンニュートラルの推進のため、自動運転車両の拠点整

備やEV充電施設の整備の促進等 、高速道路SA・PAにおける機能高度化が必要。

○ 自動運転車両の拠点施設な ど利用者利便の確保に資する機能高度化施設と一体となって整備される駐車場の

整備費用の一部について支援を行う。

（高速道路機構が、国からの補助金を財源として、駐車場の主体整備となる高速道路会社へ無利子貸付をおこなうことができる

制度を創設）

高速道路SA・PA

＜機能高度化施設の具体例：自動運転車両の拠点施設＞

機能高度化施設及び
当該施設と一体的に整備される駐車場
（特定駐車場施設）

機能高度化施設

図８ 改正道路整備特別措置法による自動運転拠点整備案

出典：国土交通省

自動運転車やドローン等を運行させるモビリティ運行の観点と、自動運転車やドローン等を活用してサービ
スを提供するモビリティサービスの観点の両面から検討を進めていく。

人流
サービス

自動運
転運行
サービス

物流
サービス

モビリティサービスの最適化

• 需要と供給力を踏まえて、人・物の移動が最適となるオペレーションやそ
れを実現するシステム（需給最適化）の検討を行う。

• 移動先のサービス、人流・物流サービス、自動運転運行サービスの役割
分担について検討を深めていく。

荷主
移動者

運送会社 等

自動運転車等による運行に
関するサービス提供者 等

交通事業者 等

移動先
サービス

病院、スーパー等

ハード
インフラ

ルール
インフラ

ソフト
インフラ

モビリティ運行の最適化

• ハード・ソフト・ルールといったインフラを充実させることで、自動運転車の
開発から運行までの安全性・信頼性の向上やコスト低減・ビジネス機会創
出を促す。そのためハード・ソフト・ルール・モビリティの役割分担について
検討を深めていく。

モビリティ

例 空間情報の収集・
分析・配信

例 移動可能エリア・責任
範囲等のルール

例 歩車分離に関
する設備

他交通
参加者

需給最適化に繋がる仕組みを検討 アーリーハーベストプロジェクトを通じて自動運転車やドローン
等が安全かつ効率的に運行する仕組みを社会実装

図９ デジタルライフライン全国総合開発計画でのアー
リーハーベストプロジェクトの位置づけ

出典：経済産業省
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